
 

 
 関税を乗り越えて～米国投資を加速させる実践戦略 

～フィッシャー・フィリップス法律事務所と懇談 
 

 

 

 
 
 

 

 

 
経済広報センター（筒井義信会長）は10月14日、東京・大手町の経団連会館で、米国の大手法律事 

務所フィッシャー・フィリップスとの懇談会を開催した。海外事業や渉外の担当者ら約40人が出席し

た。 
フィッシャー・フィリップスは、労働法と雇用法を専門とし、多くの日米企業のビジネス展開を支援

してきた。ジョン・Ｍ・ポルソン会長をはじめ、同法律事務所の弁護士から、トランプ関税と日本企業

への影響、米国投資の成功に関わる経済インセンティブについて説明を聴くとともに意見交換を行っ

た。説明の概要は次のとおり。 

 
■トランプ関税と日本企業への影響 

関税措置は、海外企業の米国への進出、投資の拡大につながっており、米国にとってまさに意図した

好ましい状況を生み出している。 
他方、インフレを助長する要因との見方もある。労働市場では、移民政策等の影響で労働力が不足し

ており、不透明感が増している。 
現政権は、通常とは異なる交渉プロセスを取るため、極端な政策決定に対して、企業は後刻交渉せざ

るを得ない不利な状況にある。 
日本企業が米国で事業を開始または拡大するための投資を考える場合、状況をよく理解したうえで、

適切な交渉担当者を置き、慌てず忍耐強く対応することが成功のカギである。 
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■米投資成功への戦略 
企業が享受できる経済インセンティブには、連邦によるもの、州法が定めるもの、州および地方の裁

量によるものがあり、米国の経済成長を反映して年々増加傾向にある。 
投資案件をより有利に進めるには、法的助言者を含むチームの構築やタイムラインの設定等の必要

なステップを踏み、候補地を選定することが肝要である。 
必要条件と希望条件を明確化し、情報管理を徹底して現地や近隣エリアを視察し、立地用件やインフ

ラの状況、労働環境や生活環境、組合の実態等を事前に調査しなければならない。 
例えば、米国の雇用形態では、良い報酬を求め、就職、離職を繰り返すことから、給料などの条件の

取り扱いを慎重に行わなければ、社員の固定化が難しくなる可能性がある。 
最適な候補地選定には、入念な準備と交渉テクニックが必要である。 
 

■連邦法と州法の関係にも留意が必要 
日米関税交渉では、３年間で５５００億ドルの米国投資に合意したが、現時点で米国では誰も、方法 

やインセンティブの詳細を把握していないだろう。連邦法と州法の関係にも留意が必要であり、連邦レ

ベルでインセンティブが付与されたとしても、州法の存在から、すんなりと適用される保証はないと考

えられる。 
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